ワイズ公共データシステム株式会社
分析手数料　コンビニ支払が可能に

　経営状況分析機関のワイズ公共データシステム株式会社（本社：長野県長野市　代表取締役　松村清）は、同社で受付ける分析手数料をコンビニエンスストアで支払うことのできるサービスを六月二四日受付分より開始した。

　このサービスにより、今までのゆうちょ銀行、ジャパンネット銀行、インターネットバンキング（ペイジー）のいずれかより行っていた支払い方法の選択肢の幅が拡がった。

　今回のサービス拡充は同社の「オンライン電子申請」を利用した際、フルサービスプラン、エコノミープランの全プランで選択できるようになり、左記の六社で手数料を支払うことができる。
・セブン‐イレブン（インターネットショッピング払込票による支払い）
・ローソン（Loppi端末による支払い）

・ファミリーマート（Famiポートによる支払い）
・サークルKサンクス（カルワザステーション端末による支払い）

・ミニストップ（MINISTOP Loppi端末による支払い）

・セイコーマート（クラブステーションによる支払い）

詳細な利用方法は同社ホームページ（http://www.wise-pds.jp/）にて公開。

　同サービスは、申請者又は代理申請者が最寄のコンビニエンスストアから支払えるため、利便性の向上が期待される。
　同社は、平成一六年五月に国土交通省登録経営状況分析機関として業務を開始し、九、〇〇〇円からの分析手数料や建設業ソフトウェアの無料配布、ペーパーレスでの申請が可能な電子申請など業界内の先駆けとなるサービスを展開しており、営業拠点は本社（長野市）の他、札幌市、大阪市、福岡市に営業所を置き、電子申請、郵送或いは直接持参して申請することができる。

　資料請求等の問い合わせは、ワイズ公共データシステム(株)（〇二六‐二三二‐一一四五）担当　山浦まで。
